
都市像
政策

NO
政策 社会指標 選択理由

施策

NO
施策

ＫＰＩ

（重要業績評価指標）
選択理由

1 観光の振興 観光消費額 「稼ぐ観光」を目指すにあたり、観

光関連産業の経済波及を現わす

指標として適当であるため。

観光消費額は「1人当たりの消費

額×観光客数」で算出するため、

滞在時間（宿泊日数等）と観光

客数を増加させることで目標値の

達成を目指す

2 地場企業の振興 利益を上げた企業の割合 施策の目的である地域経済活性

化のためには、地場企業の経営基

盤強化、経営安定による利益の

向上が必要であり、施策の性格

上、成果を計る指標として適当と

判断した。また、市内事業所数は

変動するため、利益を上げた企業

の実数よりも、「割合」による把握が

経年比較をするうえで適当と判断

した

3 ふるさと納税制度の推進 ふるさと納税制度による寄附額 施策の目的を端的に表す指標とし

て、ふるさと納税寄附額とした

4 競輪事業収益の確保 競輪事業の事業収益額 施策の目的を端的に表す指標とし

て、競輪事業の収益額とした

1 農林業の振興 新規就農者数 将来の本市農業を担う新規就農

者を、どれだけ確保できているのか

計るため

認定農業者１人あたりの生産額 農業担い手の中心である認定農

業者が、どれだけ生産性を向上で

きているのか計るため

農山村の持つ地域資源の維持・

継承面積

持続可能な営農を支える農地が、

どれだけ適正に管理された状態で

維持されているのか計るため

●市内総生産（第１次産業） 農林水産業の活性化を図るために

は、農林水産業（第１次産業）

における市内総生産を維持する必

要があるため
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第 ７ 次 佐 世 保 市 総 合 計 画 の 政 策 ・ 施 策 一 覧 表

１ 観光商工政策 ●市内総生産（第2次・第3次産

業）

地域資源を活かした産業づくりと交

流人口の拡大による、活力とにぎわ

いにあふれるまちづくりを図るために

は、関連産業である第2次・3次産

業の市内総生産を維持する必要

があるため

２ 農林水産政策
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２ 水産業の振興 新規就業者数 将来の本市漁業を担う新規就業

者が、どれだけ確保できているのか

計るため

漁業者１人あたりの漁獲高 漁業者が、どれだけ生産性を向上

できているのか計るため

３ 企業立地政策 ●就職率 市外への人口流出抑制及びUJI

ターンによる流入増加を図るために

は、市内の高い就職率を維持する

必要があるため

１ 企業立地の推進 立地企業の新規雇用計画人数 誘致した企業が、どれだけ新たな雇

用の場を創出しているのか計るため

１ 母子保健の推進と安心

な育児環境の充実

乳幼児健康診査受診率 母子の実態把握及び支援に資す

る乳幼児健康診査がどれだけ受診

されているか計るため

乳幼児福祉医療費受給資格の

認定率

子育て家庭がどれだけ乳幼児福祉

医療費の受給を通じ、経済的支

援を受けているのか計るため

２ 地域での子どもと子育て

の支援

地域子ども・子育て支援事業の平

均利用回数

子どもと保護者がどれだけ身近な

地域で子ども子育ての支援を受け

ているのか計るため

保育所待機児童数（10/1現

在）

子どもと保護者がどれだけ保育所

の入所待ちをしているのか計るため

幼児教育・保育の量の確保率

（幼児教育・保育の見込み量に

対する入所者数の割合）

幼児教育・保育の受け皿がどれだ

け需要の見込みに対し満たされて

いるか計るため

●市内総生産（第１次産業） 農林水産業の活性化を図るために

は、農林水産業（第１次産業）

における市内総生産を維持する必

要があるため

子どもを安心して産み、楽しく育て、

子どもが健やかに成長できる社会の

状態を表す指標であり、年度によっ

て変動が少なく、定量的で他都市

比較が可能であるため

●合計特殊出生率

●子ども女性比

幼児教育・保育の充実3
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４ 子ども未来政策

２ 農林水産政策
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全国学力調査結果

（全国に対する本市の達成率）

児童・生徒の確かな学力の定着

状況を計るため

体力・運動能力調査結果

（全国に対する本市の達成率）

児童・生徒の体力、および運動能

力の定着状況を計るため

全国学習状況調査児童生徒質

問紙結果

（「人の役に立つ人間になりたいと

思いますか。」に対する肯定値）

児童・生徒の豊かな心の涵養にか

かる状況を計るため

放課後子ども教室に携わった大人

の人数

地域の子どもの健やかな育み（放

課後の体験・交流）の環境充実

を計るため

健全育成事業への参加者数 子どもを取り巻く健全な環境構築

に尽力する地域の取り組みを計る

ため

生涯学習事業への参加者数 市民に提供している学習環境

（機会と場）の充足状況を計るた

め

生涯学習拠点施設の利用者数 市民の自主的な学習機会への参

加意欲や交流の状況を計るため

拠点スポーツ施設の利用者数 競技スポーツや日常のスポーツに利

用している市内の主要なスポーツ

施設の利用状況を計るため。

1

3

学校教育の充実

2 豊かな心を育むまちづくり
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生涯学習・生涯スポーツ

の充実

５ 教育政策 ●市民１人あたりの生涯学習に関

わった回数

市民が、生きがいに満ち、充実した

暮らしを送るためには、生涯学習の

場において自らが学び、文化、ス

ポーツに親しむ機会を増やす必要

があるため
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1 居住誘導の推進 都市部（都市核、地域核、生活

核等）における建築件数割合

都市部への建築件数の割合によ

り、目指すべきコンパクト型都市構

造に近づいているかを計るため

2 地域の特性に応じた都

市機能の向上

まちづくり実施地区における世帯数 都市機能の向上により、地区内の

居住環境が改善され、転出抑制

の効果があるかを計るため

3 市営住宅の計画的な整

備

建替計画に係る住宅の集約率 計画的な建替えによる集約によ

り、目指すべきコンパクト型都市構

造に近づいているか計るため

4 都市部における都市公

園の機能の充実

都市部（都市核、地域核、生活

核等）における公園整備率

都市部の公園整備による都市機

能の向上により、居住環境が改善

されているかを計るため

1 水の安定供給の推進 主要な水道管の事故発生割合

（基幹管路の事故割合）

大規模な断減水につながる恐れの

ある主要な水道管の事故の発生

度合を計るため

2 公共下水道の普及推進

と安定処理

佐世保市全体の人口に対して公

共下水道が整備された区域に住

む人口の割合

未普及地域の公共下水道整備の

進捗度合いを計るため

1 暮らしと成長を支える道

路ネットワークの充実

道路整備プログラムに基づき課題

が解決された箇所数

道路ネットワークの改善のため、地

域との協働により市道に関する課

題を解決した結果を測るもの

健全性診断区分Ⅳ（最も悪い

「緊急措置段階」）の道路施設ゼ

ロ

緊急的な対応が必要な道路施設

が無い状態を測るもの

2 命を守る斜面地・浸水対

策の推進

急傾斜地崩壊対策事業により保

全される人家戸数

急傾斜地崩壊危険区域内にある

保全された人家戸数を測るもの

生活サービスや地域コミュニティが持

続できるように、1ヘクタール当たり

40人以上の人口密度を維持する

必要があるため

●水の安定供給を実現するため

に、断減水の発生事故件数を最

小化する必要があるため

●公衆衛生の向上及び都市の健

全な発達を図るためには、公共下

水道により生活排水を処理する人

口の割合を上げる必要があるため

●道路ネットワークの充実により連

携中枢都市圏内の移動環境を充

実させるため

●土木インフラが急速に老朽化が

進むなか、安全で安心な市民生活

を守るため

●近年、降雨が局地化、集中化、

激甚化するなか、災害から市民の

生命を守るため。
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８ 土木政策 ●道路による都市間速達性の確

保率

●土木施設の老朽化に伴う事故

死亡者数ゼロ

●水害・土砂災害による死亡者数

ゼロ

７ 水道政策 ●水の安定供給日数

（渇水及び事故その他の要因に

伴う影響世帯数100戸以上の断

減水の発生件数0件の日数）

●佐世保市全体の人口に対して

公共下水道により生活排水を処

理している人口の割合

６ 都市整備政策 ●都市部（都市核、地域核、生

活核等）における人口密度
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1 環境保全活動の推進 一世帯当たり年間電力消費量

（kWh）

市民が、温室効果ガスの主な発生

源である電力をどれだけ消費してい

るか量るため

環境基準達成率

大気（NO2、SO2）

水質（BOD、COD）

市民生活や事業活動による環境

負荷がどの程度市内の環境に影

響を与えているか計るため

1 地域コミュニティの活性

化の推進

町内会加入率 より多くの市民が町内会活動の重

要性について理解を深め、町内会

活動に参加・参画することが、地域

コミュニティの活性化につながるため

地区自治協議会の活動への参加

者数

地区自治協議会活動への参加者

数の増加によって、同団体の認知

度向上や活動の充実が図られ、地

域コミュニティの活性化が推進して

いる状況なのかどうかを確認するこ

とができるため

2 安全安心施策の推進 刑法犯罪認知件数（凶悪犯罪を

除く）

刑法犯罪の減少により、犯罪の少

ない安心な地域社会の推進状況

を確認することができるため

交通事故発生件数 交通事故の減少により、交通事故

の少ない安全な地域社会の推進

状況を確認することができるため

●温室効果ガス削減率（2013

年度比）

市内の良好な環境を保全するに

は、温暖化を防止する必要がある

ため

2 ごみの減量化と適正処

理の促進

港湾政策における事業（ポート

セールスなど）の成果が反映されや

すい指標であるため

１０ 港湾政策 佐世保港を利用する船舶の総トン

数

本市経済を支える海運による人流

や物流の状況をトータルで把握で

き、かつ佐世保港の利用実態を把

握できる指標であるため

1 人流と物流を支えるみな

とづくり

クルーズ客船による乗降人員数

環境政策

ごみの一人1日あたりの排出量 ごみの一人あたりの排出量が、直

接的なごみ減量化の状況の推移

を図る指標として最適であるため

９

本政策では人が大切にされ、誰も

が安心・安全に暮らせる市民生活

の実現を目指している。犯罪や交

通事故件数は安全安心な暮らし

を客観的に実感できる大きな要素

であり、本件数を減少させていく必

要があるため
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１１ 市民生活政策 安全・安心な暮らしの状況を確認

できる件数
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消費生活相談・市民相談処理率 消費生活や市民相談に的確に対

応することにより、市民の理解度が

高まり、トラブルの未然防止にも寄

与することができるため

3 人権尊重と男女共同参

画社会の推進

人権相談件数 人権相談件数を把握することによ

り、これまで取り組まれている様々

な人権啓発教育による市民理解

度の深まりを確認することができる

ため

1 健康づくりの推進 平均自立期間 国や県が示す健康寿命とは異なり

ますが、市町村で算定できる健康

寿命の標準的な指標であるため設

定しております。

2 質の高い地域医療体制

の充実

救急搬送における受入病院決定

までの問い合わせ回数が４回以内

で決定した率

救急医療体制に関する実施骨子

に基づいた、適切な救急搬送がな

されているかを計るため設定してお

ります。

人口10万対あたりの在宅療養支

援医療機関数（病・診）

どのくらいの医療機関が在宅医療

に携わっているかを計るため設定し

ております。

医療施設等の立ち入り検査におけ

る検査項目の適合率

医療機関における管理状況を確

認し、医療提供体制の安定度を

計るため設定しております。

3 高齢者になっても健康で

自立した生活ができる環

境づくり

要介護者以外の割合 高齢者がどれだけ健康で自立した

生活をされているのかを計るため設

定しております。

4 障がい者の自立と社会

参加の環境づくり

入所施設などから地域生活に移

行した障がい者の数

障がい者が地域で自立した生活を

送ることができているかを計るため

設定しております。

5 健康を守る安全な生活

環境づくり

重篤な食中毒発生件数 食中毒を発生させないことが、健

康被害を未然に防止し、安全な

生活環境づくりに資するため設定し

ております。

１２ 保健福祉政策 平均寿命に対する健康自立度 保健福祉分野として目指す社会の

状態は、多くの方が「健康な状態で

長生き」できることだと考えておりま

す。

そのため、市町村で算定可能な

『介護を必要としない自立して生活

できる期間（平均自立期間）』

を、いかに『平均寿命』に近づけられ

ているかを計る指標を設定しており

ます

本政策では人が大切にされ、誰も

が安心・安全に暮らせる市民生活

の実現を目指している。犯罪や交

通事故件数は安全安心な暮らし

を客観的に実感できる大きな要素

であり、本件数を減少させていく必

要があるため
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１１ 市民生活政策 安全・安心な暮らしの状況を確認

できる件数
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生活衛生許可施設等における健

康被害発生件数

生活衛生に起因する健康被害を

未然に防止することが、安全な環

境づくりに資するため設定しておりま

す。6 国民健康保険事業の適

切な実施

特定健診受診者の血圧Ⅱ度以

上の割合

血圧Ⅱ度以上の割合を下げること

が、被保険者の健康の保持・増進

につながるため設定しております。

国民健康保険税収納率 国民健康保険税は、国保会計の

主要な財源であるため、その収納

率を設定しております。

７ 生活保護の適正な実施

と自立促進

就職・稼働収入増による自立世

帯数

就労可能な被保護者については、

稼働能力の活用が求められてお

り、就労支援を通じた生活保護か

らの脱却を目指す取組の重要性が

高まっているため設定しております。

８ 福祉サービスの適正化の

推進

指導監査における指摘事項につい

て事業者が改善した割合

事業者が関係法令等を理解し、

適切に改善が図られているかを確

認するため設定しております。

1 火災や自然災害対策の

推進

消防隊の出動から放水開始までの

時間

いかに早く消防隊が放水を開始で

きたのかを計り、出火建物の焼損

床面積の低減と延焼火災の抑止

力を検証するため

消防団員数（人口千人当たり） 地域防災力の中核となる消防団

員数の確保状況を計り、地域防

災力の充実度を検証するため

2 救急・救助の高度化 救急隊の出動から病院到着までの

時間

医師が行う救命処置の成否に大

きく影響する救急隊の病院到着ま

での時間を計るため

救急隊が行う救命処置の適正化

率

救急隊が行う救命処置（医師の

指示による救命医療行為を含

む）が、適正に行われたのかを計る

ため

１３ 消防政策 ●消防局は、火災から市民の生命

と財産を保護する使命を担っている

ため

●心肺停止状態になっても、早期

に適切な救命処置を行うことが、生

存率の向上につながるため

１２ 保健福祉政策 平均寿命に対する健康自立度 保健福祉分野として目指す社会の

状態は、多くの方が「健康な状態で

長生き」できることだと考えておりま

す。

そのため、市町村で算定可能な

『介護を必要としない自立して生活

できる期間（平均自立期間）』

を、いかに『平均寿命』に近づけられ

ているかを計る指標を設定しており

ます
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域

が
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会

を
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安

心

都

市

●建物火災１件あたりの焼損床

面積

●心肺停止患者の１カ月後の生
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都市像
政策

NO
政策 社会指標 選択理由

施策

NO
施策

ＫＰＩ

（重要業績評価指標）
選択理由

第 ７ 次 佐 世 保 市 総 合 計 画 の 政 策 ・ 施 策 一 覧 表

3 火災予防対策の推進 出火率(出火件数/人口1万人) 火災の発生危険度を表すもので、

市民と消防が一体となった火災予

防対策の充実度が反映されるため

１４ 防災危機管理政策 ●災害死傷者数 災害による死傷者が発生しないこと

が、佐世保市が今後も安全安心

な街として発展していくことにつなが

るため

1 災害や緊急事態に対応

できる体制の充実強化

防災訓練実施率 地域住民が主体で行う地域型防

災訓練の実施率が高くなることが、

自助力、共助力の向上につなが

り、自分や家族、地域住民の生

命・身体を災害から守ることになる

ため

１３ 消防政策 ●消防局は、火災から市民の生命

と財産を保護する使命を担っている

ため

●心肺停止状態になっても、早期

に適切な救命処置を行うことが、生

存率の向上につながるため
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